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  ２ 執行状況について 

      平成１４年度予算は、「東京が直面する危機に積極的に対応する予算」と位置づけ、 

① 徹底した内部努力や施策の見直しなど、これまで以上に厳しく歳出額の抑制を図り、財政再建へ

の取組を、より一層進めること 

② 同時に、首都圏の再生と都民生活の不安を解消するための優先課題に財源を重点的に振り向け、

積極的に取り組むこと 

を基本として編成されたものである。 

 以下、会計別（一般会計及び特別会計）の執行状況について述べる。 

 

 （１）一般会計について 

                                                                      （単位：百万円、％） 

      増（△）減   平成１４年度決算額  平成１３年度決算額 

      額     率 

歳入（収入済額）  ５，８４６，３３７   ６，３１０，１３７ △４６３，８００ △  ７．４ 

歳出（支出済額）  ５，８１１，５１４   ６，２０１，６１０ △３９０，０９５ △  ６．３ 

差     引     ３４，８２２       １０８，５２７ △ ７３，７０４ △ ６７．９ 

 

 

 一般会計は、都税を主な財源（別表１のとおり、歳入総額に占める割合は６７．８％（前年度比

１．６ポイント減）である。）として、教育・社会福祉・保健衛生の事業、警察・消防の運営、道

路・公園の建設など、東京都が行う行政の大部分を経理する中心的な会計である。 

 予算・決算状況について見ると、表２（前掲）のとおり、歳入は、予算現額６兆９９５億余円に

対し、決算額は５兆８，４６３億余円で、２，５３２億余円の減となっている。これは、主として、

都債が１，１３９億余円減となったためであり、前年度比では、上表のとおり、４，６３８億余円

（７．４％）の減である。 

 収入率は、前年度９７．７％から１．９ポイント低下して９５．８％となっている。 

 歳出は、予算現額６兆９９５億余円に対し、決算額５兆８，１１５億余円、翌年度繰越額１，０

９３億余円、不用額１，７８７億余円で、前年度比では、３，９００億余円（６．３％）の減であ

る。 

 執行率は、前年度９６．０％から０．７ポイント低下して９５．３％となっている。 

 歳入・歳出の各款別の執行状況は、次のとおりである。 
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  ア 歳 入 

 

  第１款 都 税 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度 3,959,775 4,148,895  3,963,576    29,980 156,360      3,801   100.1 

法 人 二 税 1,478,063 1,525,825  1,492,397     6,956    27,018     14,334   101.0  

その他都税 2,481,711 2,623,069  2,471,178    23,023   129,341 △  10,532    99.6 

平成１３年度 4,377,654 4,589,425  4,379,272    33,716   177,608      1,618   100.0 

法 人 二 税 1,750,643 1,807,180  1,769,910     7,990    30,074    19,267   101.1  

その他都税 2,627,011 2,782,244  2,609,362    25,725   147,534 △  17,649    99.3 

 額 △ 417,879 △ 440,529 △ 415,696 △  3,735 △ 21,248   比  較 

増(△)減  率 △    9.5 △    9.6 △    9.5 △  11.1 △  12.0   

 

 都税は、都民税をはじめとする１８税目で構成されており、予算現額３兆９，５９７億余円に対

し、収入済額３兆９，６３５億余円で、収入率１００．１％となっている。 

 これを法人二税（法人事業税及び法人都民税）とその他都税に大別して見ると、法人二税は、予

算現額１兆４，７８０億余円に対し、収入済額１兆４，９２３億余円、収入率１０１．０％であり、

前年度と比べて２，７７５億余円（１５．７％）の減となっている。 

 その他都税は、予算現額２兆４，８１７億余円に対し、収入済額２兆４，７１１億余円、収入率

９９．６％であり、その主な内訳は、固定資産税・都市計画税（１兆２，３８１億余円）、個人都

民税（３，５９３億余円）及び繰入地方消費税（２，８７３億余円）で、前年度と比べて１，３８

１億余円（５．３％）の減となっている。 

  なお、収入未済額は、１，５６３億余円で、前年度と比べて２１２億余円（１２．０％）の減と

なっている。 
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  第２款 地方譲与税 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度     3,067     3,049      3,049         0         0 △      17    99.4 

平成１３年度     2,924     3,038      3,038         0         0       114   103.9 

 額      142       11        11         0         0   比  較 

増(△)減  率     4.9     0.4      0.4       －       －   

 

 地方譲与税は、本来地方公共団体が収入すべきものを、主として課税技術上、国がいったん国税

として徴収し、一定の基準で地方公共団体に譲与する税の総称である。主なものは、地方道路譲与

税で、収入済額２０億余円となっている。 

 

  第３款 助成交付金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度         17         17          17          0          0          0   100 

平成１３年度         18         17          17          0          0 △       0    94.4 

 額 △       1          0         0          0          0   比  較 

増(△)減  率 △    5.6      0 0       －       －   

 

助成交付金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金（アメリカ合衆国軍隊や自衛隊が使用す 

る国有施設の所在する市町村（特別区分）に対する交付金）を収入したものである。 

 

  第４款 地方特例交付金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   152,562   150,441    150,441         0         0 △   2,121   98.6 

平成１３年度   152,562   152,562    152,562         0         0          0  100 

 額         0 △  2,121 △   2,121         0         0   比  較 

増(△)減  率    0 △   1.4 △    1.4       －       －   

 

 地方特例交付金は、平成１１年度に創設され、恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てん
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するための交付金である。 

 

    第５款 特別交付金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度     5,013     4,557      4,557         0         0 △     456   90.9 

平成１３年度     4,437     4,521      4,521         0         0         83  101.9 

 額 575        35         35         0         0   比  較 

増(△)減  率 13.0      0.8       0.8       －       －   

 

 特別交付金は、国に納付された交通反則金に係る収入を原資として、地方公共団体が行う道路交

通安全施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、交通事故発生件数等を基準として国から交

付される交通安全対策特別交付金である。 

 

  第６款 分担金及負担金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度    16,787    18,060     17,352        57       650        564  103.4 

平成１３年度    21,533    16,990     16,327        51       611 △   5,206   75.8 

 額 △  4,746   1,069    1,024       6        38   比  較 

増(△)減  率 △  22.0 6.3 6.3    11.8      6.2   

 

 分担金及負担金は、特定の事業の施行によって利益を受ける者から、受益の程度に応じて事業に

要する経費を収入するものである。 

 分担金及負担金の主なものは、土木費負担金（１３１億余円）であり、その主な内訳は、街路整

備に伴う負担金（７９億余円）及び首都高速道路関連街路整備に伴う負担金（４０億余円）である。 
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  第７款 使用料及手数料 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   103,138    95,061     94,503        59       500 △   8,635   91.6 

平成１３年度   186,842   184,135    178,448       379     5,310 △   8,394   95.5 

 額 △ 83,703 △ 89,073 △  83,944 △    319 △  4,810   比  較 

増(△)減  率 △  44.8 △  48.4 △   47.0 △  84.2 △  90.6   

 

 使用料及手数料は、公の施設の利用料等である使用料と特定の者に提供される行政サービスの対

価である手数料とを収入するもので、前年度に比べ８３９億余円（４７．０％）の減となっている。

この主な理由は、平成１４年度から都営住宅等事業会計が新設されたことにより、住宅使用料が同

会計（住宅使用料８２１億余円）に移行したことによるものである。 

 使用料及手数料のうち、使用料は収入済額６７１億余円であり、主な内訳は、土木使用料（２１

４億余円）、福祉使用料（１９２億余円）及び教育使用料（１４０億余円）である。 

 また、手数料は収入済額２７３億余円であり、主な内訳は、警察手数料（１８４億余円）及び環

境手数料（２９億余円）である。 

 

  第８款 国庫支出金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   500,520   439,816    439,816         0         0 △  60,703   87.9 

平成１３年度   579,002   539,978    539,978         0         0 △  39,023   93.3 

 額 △ 78,481 △100,161 △ 100,161         0         0   比  較 

増(△)減  率 △  13.6 △  18.5 △   18.5       －       －   

 

 国庫支出金は、国が事業の経費の全部又は一部を負担することとされている国庫負担金、国が特

定の事業を奨励するため、又は地方公共団体の財政上の特別な必要に基づき支出する国庫補助金及

び国からの委託事務に伴う委託金を収入するもので、前年度に比べ１，００１億余円（１８．５％）

の減となっている。この主な理由は、平成１４年度から都営住宅等事業会計が新設されたことによ

り、住宅費国庫負担金及び住宅費国庫補助金の大部分が同会計（国庫支出金４６９億余円）に移行

したことによるものである。 

 国庫支出金のうち、国庫負担金は予算現額３，３２８億余円に対し、収入済額２，８９１億余円、

収入率８６．９％であり、主な内訳は、教育費国庫負担金（２，０１６億余円）、土木費国庫負担

金（４５４億余円）及び福祉費国庫負担金（２６３億余円）である。 
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 次に、国庫補助金は予算現額１，５６２億余円に対し、収入済額１，４２３億余円、収入率９１．

１％であり、主な内訳は、土木費国庫補助金（４８５億余円）、福祉費国庫補助金（２１９億余円）

及び学務費国庫補助金（１５９億余円）である。 

 委託金は収入済額８３億余円であり、主な内訳は、健康費委託金（３０億余円）、産業労働費委

託金（２３億余円）及び総務費委託金（２２億余円）である。 

 

  第９款 財産収入 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   154,376   121,389    121,365         0        24 △  33,011   78.6 

平成１３年度    83,091   133,488    133,457         0        31     50,365  160.6 

 額 71,285 △ 12,098 △  12,091         0 △      6   比  較 

増(△)減  率   85.8 △   9.1 △    9.1       － △  19.4   

 

 財産収入は、都有財産の売払収入及び運用収入で、前年度に比べ１２０億余円（９．１％）の減

となっている。この主な理由は、財産売払収入のうち、土地の売払実績の減によるものである。 

  財産収入のうち、財産売払収入は予算現額１，３８０億余円に対し、収入済額１，０５０億余円、

収入率７６．０％である。 

 また、財産運用収入は収入済額１６３億余円であり、その内訳は、利子及配当金（９７億余円）

及び財産貸付収入（６６億余円）である。 

 

  第１０款 寄附金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度       129        94         94         0         0 △      35   72.9 

平成１３年度       137       129        129         0         0 △       7   94.2 

 額 △      7 △     35 △      35         0         0   比  較 

増(△)減  率 △   5.1 △  27.1 △   27.1       －       －   

 

    寄附金は、都立大学・科学技術大学教育研究奨励事業などに寄せられたものである。 

 



 - 14 - 

  第１１款 繰入金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   173,387   126,723    126,723         0         0 △  46,664   73.1 

平成１３年度    63,232    52,813     52,813         0         0 △  10,418   83.5 

 額 110,154 73,909   73,909         0         0   比  較 

増(△)減  率  174.2    139.9   139.9       －       －   

 

 繰入金は、各種基金の取崩し分、公営企業会計からの職員共済組合等負担金、特別会計の土地処

分金等を一般会計に繰り入れるもので、前年度に比べ７３９億余円（１３９．９％）の増となって

いる。この主な理由は、社会資本等整備基金繰入金（４８４億余円）の増によるものである。 

 繰入金のうち、基金繰入金は収入済額９５３億余円であり、主な内訳は、社会資本等整備基金繰

入金（４８４億余円）、国際平和文化交流基金繰入金（２１８億余円）及び男女平等推進基金繰入

金（１０２億余円）である。 

 特別会計繰入金は収入済額１８９億余円であり、主な内訳は、都市開発資金会計繰入金（９０億

余円）、用地会計繰入金（６５億余円）及び中小企業設備導入等資金会計繰入金（２０億余円）で

ある。 

公営企業会計繰入金は収入済額１２３億余円であり、主な内訳は、病院会計繰入金（４９億余円）

及び臨海地域開発事業会計繰入金（４３億余円）である。 

  

 

  第１２款 諸収入 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   444,125   467,426    452,069     1,486    13,878      7,944  101.8 

平成１３年度   457,352   480,446    464,840     1,533    14,087      7,487  101.6 

 額 △ 13,227 △ 13,020 △  12,771 △     46 △    208   比  較 

増(△)減  率 △   2.9 △   2.7 △    2.7 △   3.0 △   1.5   

 

 諸収入は、各種の貸付金元利収入、宝くじの収益事業収入、その他の雑入等を収入したもので、

前年度に比べ１２７億余円（２．７％）の減となっている。この主な理由は、中小企業融資資金の

返還金（１１７億余円）の減によるものである。 

 諸収入の主なものは、貸付金元利収入（２，７７４億余円）、収益事業収入（７５９億余円）及

び受託事業収入（４８９億余円）である。 
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  なお、収入未済額の主なものは、都税の加算金（５４億余円）及び各種貸付金の元利収入（５４

億余円）である。 

 

  第１３款 都 債 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   481,465   367,557    367,557         0         0 △ 113,908   76.3 

平成１３年度   458,238   313,321    313,321         0         0 △ 144,916   68.4 

 額    23,227    54,235     54,235         0         0   比  較 

増(△)減  率      5.1     17.3    17.3       －       －   

 

 都債は、社会資本の整備や都市改造等の財政需要に応えていくための財源の一つとして発行した

ものである。 

 都債の主なものは、街路整備費等に係る土木債（１，６２２億余円）、恒久的な減税に伴う減収

額の一部を補てんするための減税補てん債（７８４億余円）及び首都圏新都市鉄道株式会社貸付等

に係る都市計画債（６０６億余円）である。 

 

  第１４款 繰越金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に 

対する収入 

済額の増減 

収入率 

平成１４年度   105,212   105,212    105,212         0         0          0  100 

平成１３年度    71,405    71,405     71,405         0         0          0  100 

 額    33,806    33,806     33,806         0         0   比  較 

増(△)減  率     47.3     47.3      47.3       －       －   

 

        前年度からの繰越金を収入したものである。 
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  イ 歳 出 

 

  第１款 議会費 

                                                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度         6,073         5,638               0           434     92.8 

平成１３年度         6,521         5,668               0           852     86.9 

 額 △        447 △         30               0 △        417  比  較 

増(△)減  率 △       6.9 △       0.5           － △      48.9  

  

     議会費は、都議会議員の報酬、都議会の運営等に要する経費を支出したものである。 

 

  第２款 総務費 

                                                         （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       206,662      195,644               0        11,017     94.7 

平成１３年度       221,993      206,772             288        14,932     93.1 

 額 △     15,331 △    11,127 △          288 △      3,914  比  較 

増(△)減  率 △       6.9 △      5.4 △       100 △      26.2  

 

 総務費は、区市町村行財政の振興経費、職員の退職手当及び年金、庁舎の維持管理経費、知事本

部、総務局、財務局、出納長室、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局及び監査事務局の管理

運営等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ１１１億余円（５．４％）の減となっている。

この主な理由は、選挙費（６２億余円）の減によるものである。 

  総務費の主な内訳は、区市町村行財政の振興経費（７９７億余円）、職員の退職手当及び年金費

（５７２億余円）、 総務局・財務局の管理運営経費である総務管理事務等経費（３５８億余円）

である。 

 

  第３款 徴税費 

（単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度        84,539        82,699               0         1,840     97.8 

平成１３年度        85,886        83,100               0         2,785     96.8 

 額 △      1,346 △        400               0 △        945  比  較 

増(△)減  率 △       1.6 △       0.5           － △      33.9  

 

    徴税費は、主税局における都税の賦課徴収及び滞納処分等に要する経費を支出したものである。 
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  第４款 生活文化費 

（単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度        25,211        22,760               0         2,451     90.3 

平成１３年度        24,459        22,194               0         2,265     90.7 

 額           752           565               0           186  比  較 

増(△)減  率          3.1          2.5           －          8.2  

 

 生活文化費は、コミュニティ・文化施策の推進、女性・青少年施策、消費生活対策、広報広聴等

に要する経費を支出したものである。 

 生活文化費の主な内訳は、江戸東京博物館等の運営、文化事業の推進等に係る文化振興費（８８

億余円）、職員の給与や男女平等参画施策等に係る管理費（６３億余円）及び広報関係に係る広報

広聴費（３８億余円）である。 

 

  第５款 都市計画費 

                                                                        （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       142,072       127,842          11,399         2,831     90.0 

平成１３年度       135,400       120,666          12,072         2,661     89.1 

 額       6,671         7,175 △          672       169  比  較 

増(△)減  率        4.9          5.9 △         5.6        6.4  

 

 都市計画費は、都市計画等に関する各種事業に要する経費を支出したものである。 

 都市計画費の主なものは、首都高速道路公団への貸付け・出資、交通局・帝都高速度交通営団へ

の補助、首都圏新都市鉄道株式会社への貸付け等を行う都市交通施設等助成費（１，０６９億余円）

である。 

 

第６款 環境費 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度        37,793        29,976           3,359         4,457     79.3 

平成１３年度        33,368        26,989             695         5,683     80.9 

 額         4,425         2,987           2,664 △      1,226  比  較 

増(△)減  率         13.3         11.1          383.3 △      21.6  

 

 環境費は、各種環境保全対策事業、自然保護対策事業、廃棄物対策事業等に要する経費を支出し

たもので、前年度に比べ２９億余円（１１．１％）の増となっている。この主な理由は、平成１４

年度より自然公園の管理が建設局から移管されたこと等に伴う自然環境費（２５億余円）の増によ
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るものである。 

  環境費の主な内訳は、廃棄物の埋立処分、道路清掃作業等を行う廃棄物対策費（７８億余円）、

緑地保全策の推進、自然公園の管理等を行う自然環境費（５５億余円）、低公害車の普及促進等の

自動車公害対策費（３２億余円）及び環境保全活動支援のための融資あっせん等を行う環境改善費

（２９億余円）である。 

 

  第７款 福祉費 

（単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       559,331       498,727             935        59,668     89.2 

平成１３年度       574,727       549,341           2,323        23,061     95.6 

 額 △     15,395 △     50,614 △        1,387      36,606  比  較 

増(△)減  率 △       2.7 △       9.2 △        59.7      158.7  

 

 福祉費は、児童、母子及び心身障害者（児）に対する福祉の増進、国民健康保険事業の指導育成、

社会福祉施設の整備等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ５０６億余円（９．２％）の

減となっている。この主な理由は、施設整備費（３５８億余円）の減によるものである。 

 福祉費の主な内訳は、老人医療費の助成や介護給付費負担金等の保険費（１，８０９億余円）、

児童扶養手当等の支給、保育事業等を行う子ども家庭福祉費（１，０４６億余円）、高齢者福祉事

業等を行う高齢福祉費（７０８億余円）、心身障害者（児）福祉施設の運営等を行う心身障害者福

祉費（６９１億余円）及び社会福祉施設等の整備を行う施設整備費（３０１億余円）である。 

 

  第８款 産業労働費 

                                                                        （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       327,852       313,316           2,953        11,582     95.6 

平成１３年度       366,654       351,071           3,276        12,306     95.7 

 額 △     38,801 △     37,754 △          322 △        724  比  較 

増(△)減  率 △      10.6 △      10.8 △         9.8 △       5.9  

      

 産業労働費は、雇用の安定、中小企業の振興及び農林水産業対策等に要する経費を支出したもの

で、前年度に比べ３７７億余円（１０．８％）の減となっている。この主な理由は、緊急地域雇用

創出特別基金への積立金（１７４億余円）の減によるものである。 

 産業労働費の主な内訳は、中小企業制度融資等に係る商工業振興費（２，６２２億余円）、高年

齢者・障害者等の就業促進対策や公共職業訓練事業等を行う労働費（３１０億余円）及び農林水産

費（１６６億余円）である。 
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  第９款 住宅費 

                                                  （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度        74,024        69,716             686         3,622     94.2 

平成１３年度       262,849       231,520          24,536         6,792     88.1 

 額 △    188,824 △    161,803 △       23,850 △      3,170  比  較 

増(△)減  率 △      71.8 △      69.9 △        97.2 △      46.7  

 

 住宅費は、都民住宅・区市町村住宅に対する助成、優良民間賃貸住宅建設に対する利子補給等に

要する経費を支出したもので、前年度に比べ１，６１８億余円（６９．９％）の減となっている。

この主な理由は、都営住宅関連費用の大部分が、平成１４年度から新設された都営住宅等事業会計

に移行したことによるものである。 

 住宅費の主な内訳は、都民住宅の供給助成等を行う都民住宅供給助成費（２１５億余円）、民間

住宅助成等を行う民間住宅対策費（１０４億余円）及び区市町村住宅供給助成等を行う地域住宅対

策費（７１億余円）である。 

 

  第１０款 健康費 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       141,983       131,275               0        10,708     92.5 

平成１３年度       144,555       133,652               0        10,902     92.5 

 額 △      2,571 △      2,377               0 △        194  比  較 

増(△)減  率 △       1.8 △       1.8           － △       1.8  

  （注）平成１４年度組織改正に伴い、衛生費から健康費へ名称変更した。 

 

 健康費は、保健衛生事業に要する経費を支出したものである。 

 健康費の主な内訳は、精神保健福祉施策、特殊疾病対策、児童の保護委託及び児童福祉施設の管

理運営等を行う医療福祉費（６９９億余円）、地域医療対策、救急医療対策、看護職員の養成・定

着対策等を行う医療政策費（２６７億余円）及び保健所の運営や老人保健事業等を行う地域保健費

（１９２億余円）である。 

 

  第１１款 土木費 

                                         （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       607,998       514,197          80,930        12,870     84.6 

平成１３年度       536,842       455,418          61,651        19,772     84.8 

 額        71,156      58,779          19,278 △      6,901  比  較 

増(△)減  率         13.3       12.9           31.3 △      34.9  
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 土木費は、道路、橋りょう、河川、公園、都市改造事業等に要する経費を支出したもので、前年

度に比べ５８７億余円（１２．９％）の増となっている。この主な理由は、都市計画街路の整備に

要する経費（５２９億余円）が増となったことによるものである。 

  土木費の主な内訳は、道路橋梁費（２，９９４億余円）、中小河川や高潮防御施設等の整備及び

河川等の災害箇所の復旧等を行う河川海岸費（６９２億余円）、都立公園等の維持管理費である公

園霊園費（５２１億余円）である。 

 このうち、道路橋梁費の主な内訳は、都市計画街路の整備を行う街路整備費（１，７４２億余円）、

国が直轄施行する道路事業等に対する直轄事業負担金（３０８億余円）、道路整備費（１７８億余

円）、道路補修費（１５９億余円）及び橋梁整備費（１２９億余円）である。 

 

  第１２款 港湾費 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度        79,193        65,879           8,452         4,861     83.2 

平成１３年度        94,930        83,997           3,960         6,972     88.5 

 額 △     15,736 △     18,117         4,492 △      2,110  比  較 

増(△)減  率 △      16.6 △      21.6        113.4 △      30.3  

 

 港湾費は、東京港、島しょ等の港湾・漁港・空港の建設整備、海岸保全施設・廃棄物処理場の建

設等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ１８１億余円（２１．６％）の減となっている。

この主な理由は、東京港の建設整備に要する経費（１０８億余円）が減となったことによるもので

ある。 

 港湾費の主な内訳は、東京港整備費（４４３億余円）及び島しょ等港湾整備費（２０７億余円）

である。 

 

   第１３款 教育費 

                                           （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       792,812       780,756               0        12,056     98.5 

平成１３年度       802,585       790,297               0        12,287     98.5 

 額 △      9,772 △      9,541               0 △        231  比  較 

増(△)減  率 △       1.2 △       1.2            － △       1.9  

 

 教育費は、小学校・中学校の教職員の給与等、高等学校・工業高等専門学校・盲ろう養護学校の

運営、都立学校等の整備、社会教育・芸術文化の振興、学校の保健・給食の運営等に要する経費を

支出したものである。 

 教育費の主な内訳は、都が負担する区市町村立小中学校の教職員の給与等に係る小中学校費（４，

５８５億余円）、都立学校の教職員の給与及び学校運営等に係る高等学校費（１，４８１億余円）・
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盲ろう養護学校費（５６８億余円）、退職手当及年金費（５８２億余円）、教育管理費（２４９億

余円）及び都立学校等の整備を行う施設整備費（１９２億余円）である。 

 

  第１４款 学務費 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       149,388       146,338               0        3,050     98.0 

平成１３年度       150,326       148,154               0        2,171     98.6 

 額 △        937 △      1,816               0          879  比  較 

増(△)減  率 △       0.6 △       1.2            －        40.5  

   

 学務費は、私立学校の助成及び都立大学等の運営・整備等に係る経費を支出したものである。 

 学務費の主な内訳は、私立学校教育の振興を図るため、学校法人等に対し、経常費補助等各種の

助成を行う私立学校振興費（１，２６１億余円）、大学等の管理運営・施設整備等に係る経費の都

立大学費（１２９億余円）である。 

 

  第１５款 警察費 

（単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       620,828       604,722             612        15,492     97.4 

平成１３年度       613,100       598,228             173        14,697     97.6 

 額         7,728       6,494             438           795  比  較 

増(△)減  率          1.3        1.1          253.2          5.4  

 

 警察費は、警察行政の運営、警察諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 

 警察費の内訳は、職員給与等の警察管理費（５，０５０億余円）、退職手当及年金費（４０４億

余円）、警察庁舎等の建設・改修・維持管理等を行う警察施設費（３１２億余円）及び交通安全施

設の整備・管理や警察活動に係る警察活動費（２７９億余円）である。 

 

  第１６款 消防費 

                                                          （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       244,549       241,822               0         2,727     98.9 

平成１３年度       244,000       239,862               0         4,137     98.3 

 額           549         1,960               0 △      1,410  比  較 

増(△)減  率          0.2          0.8           － △      34.1  

 

 消防費は、消防行政の運営、消防諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 
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 消防費の主な内訳は、職員給与等の消防管理費（１，９９３億余円）、退職手当及年金費（１６

９億余円）、消防装備の整備や防災・救急救助・予防業務等を行う消防活動費（１６０億余円）及

び消防庁舎等の建設・改修や消防水利の整備等を行う建設費（７０億余円）である。 

 

  第１７款 公債費 

                                         （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度       511,524       510,546               0           977     99.8 

平成１３年度       531,306       531,155               0           150    100.0 

 額 △     19,782 △     20,609               0         827  比  較 

増(△)減  率 △       3.7 △       3.9           －      551.3  

 

 公債費は、一般会計における都債の元金償還、利子の支払、減債基金への積立て、発行・償還手

数料等に係る経費（公債費会計繰出金）及び各基金からの繰替運用の利子を支出したもので、前年

度に比べ２０６億余円（３．９％）の減となっている。 

 公債費の主なものは、公債費会計繰出金（５，１０５億余円）である。 

 

  第１８款 諸支出金 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度     1,487,534     1,469,653               0        17,881     98.8 

平成１３年度     1,625,729     1,623,517               0         2,212     99.9 

 額 △    138,194 △    153,864               0      15,669  比  較 

増(△)減  率 △       8.5 △       9.5           －      708.4  

 

 諸支出金は、前年度に比べ１，５３８億余円（９．５％）の減となっている。この主な理由は、

社会資本等整備基金積立金（５８５億余円）及び財政調整基金積立金（３０２億余円）が減となっ

たことによるものである。 

 諸支出金の主な内訳は、他会計支出金（１兆１，０２３億余円）及び諸費（３，１９０億余円）

である。 

 このうち、他会計支出金は、特別会計繰出金（８，０６９億余円）及び公営企業会計支出金（２，

９５３億余円）である。特別会計繰出金の主な内訳は、特別区財政調整会計繰出金（７，６９２億

余円）及び用地会計繰出金（３３３億余円）であり、公営企業会計支出金の主な内訳は、下水道事

業会計支出金（２，０５１億余円）、病院会計支出金（４２６億余円）及び高速電車事業会計支出

金（３４４億余円）である。 

 諸費の主な内訳は、地方消費税交付金（１，４３６億余円）、過誤納還付金（１，１２７億余円）

及び利子割交付金（２９７億余円）である。 
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  第１９款 予備費 

                                                                       （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成１４年度           200             0               0           200       0 

平成１３年度         3,200             0               0         3,200       0 

 額 △      3,000             0               0 △      3,000  比  較 

増(△)減  率 △      93.8         －           － △      93.8  

 

 
 


